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田丸城跡石垣修理土木工事その 1 特記仕様書 

 

工事概要 

１． 工事名称  田丸城跡石垣修理土木工事その 1 

２． 施行場所  三重県度会郡玉城町 

３． 工事種目  仮設工、切土補強工等 

４． 工  期  契約日～令和７年３月２８日 

※繰越承認後、工期末を令和７年６月２０日に変更する。        

 

特記仕様書 

１．共通特記事項 

1.適用範囲  

本工事に際して使用する図書等は下記による（優先順位順）。 

(1) 現場説明書（質疑応答書を含む） 

(2) 本特記仕様書（以下「特記」と称す） 

(3) 設計図書 

(4) 「都市公園技術標準解説書、工事仕様書編」（日本公園緑地協会 最新版） 

(5) 三重県公共工事共通仕様書 

 

2.用語の定義 

 (1)承諾とは、請負者がその責任において事前に計画、立案した事項について、監督員が承認するこ

と。または既成事実の正当性の内容に対して同意することをいう。 

(2)検査とは、材料及び工事を設計図書と照合して点検考査を行い、工事を完成するために合格か 

否か判定することをいう。 

(3)立会とは、請負者がその責任において行う検査、試験または確認業務に監督員が同席してその 

内容を見届けることをいう。 

(4)指示とは、監督員が指示事項を請負者に示し、実施を求めることをいう。但し、軽易な工事につ 

いては監督員の承諾を受け、作成を省略することができる。 

(5)協議とは、監督員と請負者とが対等の立場で合意することを言う｡ 

(6)報告とは、請負者がその責任において、調査、計画、立案、選定または実施した事項を監督員に

通知すること。 

 

3．品質、技術管理 

(1)請負者は、本工事に関する主任技術者を定め、その氏名を書面により発注者に通知すること。 

技術担当者を変更したときも同様とする。 

(2)技術管理担当者は、「品質管理」「写真・展開図による出来形管理」「工程表による工程管理」等 

の技術管理を実施すること。 

   ただし工事の進捗に伴い必要な事項が生じた場合には、追加することがある。 

(3)主任技術者は工種毎に横線式またはネットワーク式その他による工程表を作成し、着工前に監 
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督員に提出すると共に、工程の完全な遂行を図る｡ 

(4)主任技術者は工程表とは別に、工種毎に図面確認・材料手配から工事完了までの詳細な手順書 

を着工前に作成し工程表と合わせて監督員に提出し、承認を得ること。 

(5)技術管理担当者は工程管理を行い、毎月監督員に進捗状況及び次月の詳細工程を報告し、承認 

を得ること。 

(6)主任技術者は、工事の施工順序に従い工事写真及び出来形確認図を作成し、監督員に提出する 

こと。工事写真は原則としてデジタルカメラ（500 万画素以上）とし、プリントサイズは L 版

（89×127）を基本とする。工事着手前、施工中、及び完成後におけるそれぞれの写真撮影箇

所、枚数、整理方法等については監督員の指示に従うものとする。竣工写真は着工前と同じア

ングル撮影を行い、工事前と完成状況が比較できるものとする。 

(7)主任技術者は水中、地下に埋設する工事等完成後目視出来ない工事の施工箇所については、原 

則として監督員の立会を求め、測定及び工事写真の撮影を行う。 

   工事写真は工事説明用の黒板（H60㎝×W45㎝程度市販品）により工事名称、工種、工事内容を 

説明したものを対象工事と共に撮影する。工事写真は、各工種の写真と共に、着手前の状態と

完成後の状態を同アングルで撮影すること。 

(8)各工種共、施工前に使用材料の詳細を示した材料承認願いと共に施工図を作成し、監督員に提 

出し承認を得ること。 

(9)施工図及び出来形確認図は原則としてＣＡＤ（AutoCADでの使用が可能なもの）によるものとす 

ること。 

(10)工事写真、施工図、出来形確認図等のデータはＣＤ-ＲＯＭ等の記録媒体にデータを収録し提 

出すること。データの整理方法は監督員の指示に従うこと。 

 

4．一般工事 

(1)本施工場所は県指定史跡であり、遺構保全を最優先すること。したがって遺構保全の観点から、 

あらかじめ町教育委員会担当者から遺構に関する聞き取りを行うと共に、遺構図等により工事箇 

所周辺の既存遺構位置を確認し、遺構破損が生じないよう対処する。工事に伴う掘削は最小限に

とどめ、掘削を伴う場合においては、監督員および教育委員会担当者の指導に従い、遺構もしく

は遺物を確認した場合には、ただちに工事を中断、協議し、監督員の指示に従うこと。 

(2)本工事着工前に施工計画書及び施工図を作成し、監督員と協議し承諾を受けること。 

(3)施工にあたって、監督員の指示により詳細な日報、記録等を作成し監督員に提出し承諾を得る 

こと。 

(4)保護・補強施設の設置位置及び方向に関しては、事前に位置出しを行い監督員の承諾を得るこ 

と。 

(5)本工事において必要と認められた位置に仮ベンチマークを設置し監督員と共に確認の上決定し、 

高さを提示し承諾を得ること。設置した仮ベンチマークは、工事期間中保護すると共に、図面に 

位置及び高さを示し、監督員に提示すること。 

(6)本工事において地下遺構、石垣・石段等の既存構造物を破損しないよう、事前に確認し工事報告 

書としてまとめ提出すること。 

(7)使用材料については、性能表・図面等と共にサンプルを提出し、性能、材質、形状、色、などに 

ついて監督員の承諾を得ること。 

(8)工事竣工時に上記の提出書類及び竣工図を整理し、工事報告書としてまとめ提出すること。 
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(9)請負人は交通保安に関し、必要な場合には所轄警察署及び地元関係者に連絡し危険防止に努め 

ること｡ 

(10)本工事の施工にあたり当然必要と認められる些少の工事箇所については、請負人の負担におい

て監督員の指示により施工すること。 

(11)遺構部分又は遺構に接近した部分の掘削、改変にあたっては施工に先立ち教育委員会担当者の

立ち会い又は発掘調査を受けること。 

(12)本工事における資機材の搬出入にあたっては事前に監督員の承認を得ること。資材置き場、現

場加工場所についても事前に承認を得ること。また周辺居住者及び周辺来訪者の安全を確保す

るため、誘導員、監視員など必要に応じて配置すること。 

(13)搬出入の指定経路は良好な維持管理を行うこと。特に通路部分については、路面の維持補修、

滞水の防止と排除等、常に注意をはらうこと。また土埃が発生しないよう散水するなど必要に

応じて対処すること。 

(14)請負者は、図面等必要図書を常備すること。仮設事務所を設置する場合の設置場所、設置期間

については事前に監督員の承認を得ること。 

(15)請負者は、定例会議（毎月 1回以上開催）及び現場打ち合わせ（適宜開催）に出席すると共に、

進捗状況・工事予定について説明すること。また、監督員及び監理受託者が必要に応じて開催

する打ち合わせには、適宜必要図書、材料を準備し、出席すること。会議・打ち合わせ終了後

すみやかに協議記録を取りまとめ、監督員及び監理受託者に提示すること。 

(16)本工事区域は県史跡指定地内であり、修復については委員会の指導により検討・施工が進めら

れている。委員指導時には必ず立ち会い、その意見遺漏無きようにし、指導に従うこと。指導

時には、現地に材料見本等を適宜準備し、見学用足場を設置するなど専門委員が安全に指導し

易い環境を整えるとともに、関係図書類を事前に準備すること。又専門委員の質問を理解し、

回答する能力を有するものが立ち会い、協議記録を提示すること。 

(17)工事区域内及び現場事務所周辺の整理整頓を励行し、発生ゴミ・廃棄物は速やかに処分する事。

また工事中工事区域内の雑草が繁茂しないよう除草に努めること。 

(18)工事区域内への車両乗り入れは最小限度の必要車両に限定し、その他の関係車両は現場事務所

周辺等承認を得た場所に駐車する事。 

(19)教育委員会による発掘調査及び実測、写真記録時には周辺の作業を休止し、教育委員会担当者

の指示に従うこと。 

(20)本工事の竣工後、監督官庁等の検査前における手直し及び監督員の指示する修繕は請負者の負

担において行うこと。 

(21)工事期間中委員会専門委員の現場指導、視察行われる場合には、場内整理清掃及び一定期間の

工事休止に協力すること。 
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5.疑義の解釈 

本工事の設計図書に関する疑義は工事契約前に質疑応答をもって確かめて置かねばならない。な

お、工事中に疑義を生じた場合は，監督員の指示を受けるものとする｡ 

6.現場の納まりなどの軽微な変更 

現場の納まり，取り合わせなどの関係で，材料，寸法，位置または工法等を多少変更するなど軽微

なものは，監督員と協議の上施工すること。このときは設計変更を行わない｡ 

7.官公署その他への手続き等 

(1)工事施工に必要な関係官公署等への諸手続きは，請負者において迅速に処理しなければならな 

い｡これらの諸手続きに要する費用は請負者の負担とする｡ 

(2)関係官公署，付近住民などに対して交渉を要するとき，または交渉を受けたときは，速やかにそ

の旨を監督員に申し出て協議するものとする｡ 

8.提出書類 

請負者は，監督員が別に示す書式により，指定する期日までに関係の書類を提出しなければなら

ない｡ 

9.法令の遵守 

(1)請負者は，工事の施工に当たり，労働安全衛生法，建設業法等諸法令に定める工事に関する諸法

規を遵守，工事の円滑な進捗を図らなければならない｡なお，諸法令の，運営適用は，請負者の

負担と責任において行うこと｡ 

(2)「建設業退職金共済制度」および「建設労災補償共済制度」の運用については，請負者の負担と

責任において行わなければならない｡ 

10.下請業者及び資材業者の選定及び届出 

請負者は工事着手に先立ち、各下請業者及び資材業者を選定し、下記事項を具備した名簿を作成し、

監督員に提出すること。石垣修理に従事する責任者は、過去 3年以内に国又は県指定史跡内の石垣

解体・復旧工事に棟梁若しくは現場責任者として従事した者とし、その証を提示すること。 

（1）製造会社及び施工会社（代理店扱いの時は併記） 

（2）電話番号 

（3）担当者名 

（4）摘要欄（石垣工事に関する過去の実績記入等） 

11.日雇労働者 

請負者は「公共事業への日雇労働者吸収要綱」（昭和 51 年 7 月 30 日 51 労職労第 221 号）を遵守

し，自己の負担と責任において運営適用しなければならない。 

12.別契約の関連工事 

請負者は工事現場が隣接し、または同一場所において別途工事がある場合は監督員の指示により

当該工事関係者と協力し、工事全体の円滑な進捗を図らなければならない｡ 

13.発生材の処理 

(1)工事の施工に伴い生じた発生品（以下「発生品」という）のうち，特記または監督員の指示によ

り引渡しを要するものは指定する場所で書類を添えて監督員に引き渡すこと｡ 

(2)発生材のうち引渡しを要しないものはすべて場外に搬出し、関係法令等に従い請負者の責任に

おいて適切に処理しなければならない｡特に除伐木材・汚泥等の処分に当たっては「廃棄物の処

理及び清掃に関する法律」（昭和 45 年法律第 137 号）等に基づき適正に処分することとし、不
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法投棄等第三者に損害を与えるような行為のないよう請負者の責任において行うこと｡ 

14.土砂・資材等の運搬 

請負者は、土砂・資材等の運搬に当たり積載超過のないように行わなければならない｡ 

15.住民等に対する広報等 

請負者は,施工の方法等が周辺住民や通行者に影響を及ぼすおそれがある場合には協力を求める

ための広報など必要な措置を講じなければならない｡ 

16.施工図・原寸図・材料等 

請負者は,施工図,加工図等を必要に応じて速やかに作成し監督員の承諾を受けること｡石材につ

いては種類,材質とも史跡地内の在来のものに倣うことを原則とする。また、使用する全ての材料

についてサンプル及び性能資料を提出し、監督員の承諾を得ること。 

17.工事の報告及び記録 

(1) 工事の進捗状況など現場の状態を監督員の指示により報告すること｡ 

(2) 請負者は監督員が指示した事項及び監督員と協議した事項について正確に記録し、これを系統

的に処理すること｡ 

18.工事記録 

請負者は工事全般にわたっての工事の記録写真撮影を行い、監督員が随時閲覧できるように整理編

集するとともに工事完了時に写真帳とし提出すること｡特に工事完了後に撤去または隠蔽され確認

が不可能となる部分については設計図書通り施工されていることを確認できるように主要な部分

を撮影すること｡ 

19.完成図書 

「共、仕」による他、監督員の指示による。完成図は原則として設計図のデータを全面修正のうえ

提出する。又数量の増減については監督員の立ち会い又は確認のうえ、当初数量と比較できるよう

に提示すること。 
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２．想定する施工手順 

① 石垣崩落面のうち、ルーズな斜面表土は除去し、斜面下部での作業が安全に実施できる状態に

する。 

② ロックボルト施工用の足場を構築する。 

③ 崩落石垣下部の斜面上部よりロックボルトと受圧板を施工し、徐々に下がって施工する。ルー

ズな斜面表土は除去する。受圧板は盛土の際に一旦取り外すため、仮止めとする。 

④ 別途発注のその 2工事では崩落土撤去工事が実施されるが、本工事を進めるにあたってはその

2工事と充分調整しながら実施する。 

   

３．各工事特記事項 

（１）切土補強工 

①地山の勾配に対し、補強材が直交方向になるように削孔角度を設定するとともに、削孔後は削孔長

の検尺を行うこと。また、孔内の清掃を行って、セメントミルク注入に支障をきたさず、かつ遺構

に影響を与えないよう、スライムの処理を行うこと。 

②削孔時に孔壁が自立しない土層が出現した場合、監督員と協議し、ケーシング等を使用して削孔お

よびセメントミルク注入を行い、確実に補強材を造成すること。 

  ③NEXCO土工施工管理要領 3-5 切土補強土工を参考に、全本数の 3%かつ 3本以上で確認試験を行い、

設計荷重により打設した補強材が引抜けないことを確認すること。 

 

４．その他特記事項 

1．崩落石垣の下部法面は、竪堀若しくは縦土塁の可能性がある。そのため崩落土除去はこれらの痕跡

の可能性も視野に玉城町教育委員会担当者の立ち合いの元慎重に実施すること。痕跡や遺物等が発

見された場合には、その位置を記録すると共に速やかに文化財担当者に連絡する。又、教育委員会

による調査が実施される場合には、協力すること。 

2．令和６年度中に係る当工事の諸経費を 1千万円以上となるようにすること。 


